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 4 ）裁判所の訴訟費用に関する受取方法は、請求財産が 5万元以上10万元未満の場合 4％、10万元以上20






















16）『江蘇省高級人民法院公報』2010年第 2期、第 6期、『最高人民法院公報』2011年第 8期を参照。


















判例もある。名古屋地決平成 7年 2 月20日判夕938号223頁、名古屋高決平成 8年 2 月 7 日判夕938号
221頁。
26）松井英樹「株主の会社情報収集権とその限界」中央学院大学法学論叢 13（2）号（2000年）181頁。
27）片木晴彦「結合企業の株主保護と情報開示制度」森本滋『企業結合法の総合的研究』（商事法務、
2009年）49頁。
28）日本会社法433条 2 項では、請求の拒絶事由として次の通り挙げられている。すなわち、①株主が株
主権利の確保、または行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき、②株主が株式会社の業務遂
行を妨げ、株主の共同利益を害する目的で請求を行ったとき、③株主が会社と実質的な競業関係にあ
る事業を営み、またはこれに従事するものであるとき、④株主が閲覧・謄写によって知りえた事実を
利益のため第三者に通謀するとき、⑤株主が、過去 2年内において、会計帳簿の閲覧・謄写によって
知りえた事実を、利益のために第三者に通報した者であるとき、などである。
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